
救命救急センターの充実度段階評価について  
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充実段階A：補助基準額の100％を交付  
充実段階B：補助基準額の90％を交付  
充実段階C：補助基準額の80％を交付  
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A300 救命救急入院料  
注3 別に厚生労働大臣が定める施設基準を  
満たす場合には、1日につき所定点数に5  
00点を加算する。  
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「注3」に掲げる加算の対象となるのは「医療施  

設運営費等補助金、地域医療対策糞等補助金  
及び中毒情報基盤整備事業責補助金交付要   
綱」（平成10年6月24日厚生省発健政第137  
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助金や診  
の加算に反映される仕組みであり、  
評価結果は公表される。  

○ 平成18年度・19年度は、全ての施設に   
おいて充実度段階がA評価であった。  
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第2回救急医療の今後のあり方に関する検討会資料より作成   



救命救急センターの充実段階評価指標  

評価項目  

1．二次医療圏における救急医療関係者協議会への参加  
状況  

2．併設（母体）病院内におけるセンター機能の評価委員  
会の設置状況  

3． 空床確保の責任体制  

4． 空床確保数  

5．センター担当医師の勤務体制  

6．救急専用電話の有無  
7．救急専用電話の対応体制  
8．「受け入れ不可」の判断体制  

9．救急救命士に対する指示体制  
10．診療データの集計・分析  

11．救急医療についても検討する倫理委員会の設置状況  
12．深夜帯におけるセンターの医師数  

13．深夜帯におけるセンター以外の医師数  

14．センター病床の稼働率  

15．重症傷病者数  

16．専任医師数  

17．平均在院日数  

18．センター患者1人当たり平均入院診療点数  

19．救急救命士の研修受け入れ実績  
20．貴院における医療事故防止に関するマニュアル  
21．貴院における医療事故防止・患者安全をテーマにした  
研修は、年2回以上、又は、各部門（医師、看護師、診  
療技術、事務）別において年2回以上実施  

22．貴院における日本救急医学会専門医数（認定医数及  
び認定医資格も持つ指導医数含む）   

○充実段階の区分  

19点以上   充実段階A   

12点以上18点以下  充実段階B   

11点以下   充実段階C   

○上記の充実段階に関わら   
ず、下記内容の全てを満た   
す救命救急センターでは  
「充実段階A」として評価す   

る。   
・重症患者数 750人以上   

・在院日数 7日以内   

・病床利用率 75％以上   

・診療点数12，000点以上   

・院外患者受入率 55％以上  
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平成20年診療報酬改定における精神科救急医療の評価  

1．精神科救急医療施設の地域差の解消と入院早期からの在宅への移行支援  
・休日又は深夜における診療件数と措置入院等の患者数の要件の見直し  

・在宅へ移行する患者の割合が高い施設の評価の引き上げ（4割→6割）  

130日  

231日  

130日  

231日  

2．精神科救急・合併症入院料の創設  

亀1ト3層神科救急．合併症入院料（1日につ艶   
1側3，431点   
…3，081点   

3．その他関連する改訂項目  

毎呈狸娼神科身体合併症管 理加算（1。に二喧迫   
・精神科救急入院料、精神科急性期治療病棟入院料、  
認知症病棟入院料：声00点   

・精神病棟入院基本料（10：1、15：1）、  

特定機能病院入院基本料（清神病棟）；印0点  

亀3。。救命救急入院料の加算3．。。。点（1回につ軒  
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一般救急と精神科救急の連携における課題  

■＝：∴＝l・十∴∴∴  19   



身体合併症を有する精神疾患患者の疫学  
○救命救急センター入院患者の12．3％l  ＿  ヽ  

18．5％（全  体の2．2％）が身体■精  神共l  入院治療が必要  ヽ■■  

H18・11・トH19・1・31における調査、東京都内及び近郊の救命救急センター8箇所で実施、  
全入院件数3，089件  

平成18年度厚生労働科学研究「精神科病棟における患者像と医療内容に関する研  
究」主任研究者；保坂 隆分担研究者；本間 正人  

○岩手県  高 ‾      ‖……▼▼’‾▼’‾’‾’、   
のうちの4塑（全体の4．3％）が自殺企画者  
・H14．4．トH17．3．31における調査、全受診件数11，348件   

・丸田 真樹ら＝岩手県高度救命救急センターにおける自殺未遂者の年代による比較検  
討．岩手医誌（58）2，119－131，2006  

○横浜市立大学高度救命救急センター搬送者の15－18％が  自殺企図者  
2003年以降の数字  
河西千秋‥救命救急センターにおける自殺未遂者への支援と自殺再企図予防方略  

の開発．学術の動向，39－43，2008  

○身体疾患、精神疾患共に入院水準の患者の発生（年間）＝Aロ10万麺  
・東京都の有床精神科総合病院における2ケ月の調査より推定  

・平成19年度厚生労働科学研究「精神科救急医療、特に身体疾患や認知症疾患合併  
症例の対応に関する研究」主任研究者；黒澤 尚 分担研究者；八田耕太郎  
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自殺企図患者への精神的ケア体制充実の必要性  
（箇所） 鍋 1鍋 20％ 30％ 40％ 50％ 60偽 70％ 8鍋 9鍋10鴨  

三隈忍医‡崇曙関と  
精神科医療機関のネットワーク  

院内における精神的ケア体制の充実   
（院内での科聞達携も含む）  

自殺企図患者に対応できる  
精神科医療機関のリスト整備  

RIE凶思′白又†斎UノJ＝0  

相談援助活動の充実  

相談機関同士のネットワークの構築  

自殺対策に取り組むNPO等と  
医療機関の連携の強化  

自助グループの育成や  
ピアカウンセリングの充実  

区市町村や東京都など  
行政権関の自殺対策の充実  

都民の自殺に対する  
意識向上のための普及啓発  

その他  

無回答  

※複数回答  

一般救急と精神科との連携が求められている  

※複数回答  
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「救急医療機関における自殺企図患者等に関する調査」報告書（東京都、2008）より   



救急搬送における医療機関の受入状況等詳細調査結果  

○調査対象：   

平成20年12月16日（火）8：30～22日（月）8：29に東京消防庁管内で救急搬送した全事案（転院搬送除く）  

計9，414件   

図1．嘲  
0％  20％  40％  60％  100％  

全体  

（n＝9414）  

精神疾患を背景  
に有する者  

（n＝155）  

20％  40％  60％  100％  

全体  

（n＝9414）  

精神疾患を背景  

に有する者  

（n＝155）  
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消防審議会答申の概要  

≪背景≫  

■ 救急搬送における病院選定から医療機関における救急医療の提供まで   

の一連の行為を円滑に実施することが、重要な課題となっていること。  

一 救急搬送において受入医療機関の選定が困難である事案（選定困難事   

案）が社会問題化していること。  

対策1救急搬送■受入れに関するルールの策定  

○ 救急搬送・受入れを円滑に実施するために、救急搬送・受入れに関す   
るルールを都道府県が調整し策定すること。  

○ 救急搬送一受入ルールとして、以下のものが考えられること。  
①傷病者の状況に応じた搬送先となる医療機関のリスト  

②消防機関が傷病者の状況を確認し、①のリストの中から搬送先医   
療機関を選定するためのルール  
③消防機関が医療機関に対し傷病者の状況を伝達するためのルール  

④搬送先医療機関が速やかに決定しない場合において傷病者を受け   

入れる医療機関を確保するためのルール  

対策2 救急搬送・受入れに関する組織の設置  

○ 搬送を行う消防機関と受入れを行う医療機関の連携し、協議を行うた   
めの組織を設置すること。  

○ この組織は、消防機関、医療機関の他、行政関係者や関係団体等が   
参画することとし、救急搬送・受入れの実施に関するルール作りのため   

の協議や、救急業務に関する調査や検証などの連絡調整を行う役割を   
担うこと。  

※ メディカルコントロール協議会等の、既存の協議会等がある場合には、その活用   
を図ることがより効率的で実効性が高いと考えられる。  
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消防法の一部を改正する法律案の概要  

＜消防と医療の連携の推進＞  

《背 景》  

○ 救急搬送において、搬送先医療機関が速やかに決まらない事案が  
あること。  

○ 救急隊が現場に到着してから傷病者を病院に収容するまでの時間  

が延びていること。（平成9年：19．9分う平成19年‥26．4分）  

消防機関と医療機関の連携を推進するための仕組み及び  

救急搬送■受入れの円滑な実施を図るためのルールが必要  

《改正概要》．  

1救急搬送■受入れに関する協議会の設置  

0 都道府県に、傷病者の搬送■受入れの実施基準についての協議  
及び実施基準に基づく傷病者の搬送・受入れの実施に係る連絡調整  

を行う協議会（消防機関、医療機関等で構成）を設置すること。  

○ 協議会は都道府県知事に対し、実施基準や傷病者の搬送■受入れ  
の実施に閲し必要な事項について意見を述べることができること。  

2 救急搬送暮受入れの実施基準の策定  

○ 都道府県が傷病者の搬送・受入れの実施基準を策定し、公表すること。  

①傷病者の状況に応じた適切な医療の提供が行われる医療機関のリスト  

② 消防機関が①のリストの中から搬送先医療機関を選定するための基準  

③ 消防機関が医療機関に対し傷病者の状況を伝達するための基準  

④搬送先医療機関が速やかに決定しない場合において、傷病者を   
受け入れる医療機関を確保するために、消防機関と医療機関との   
間で合意を形成するための基準   



協議会  

都道府県に設置  

構成メンバ「  

・消防機関の職員  

・医療機関の管理者又はその指定する医師  

・診療に関する学識経験者の団体の推薦する者  

・都道府県の職員  

■ 学識経験者等（都道府県が必要と認める者）  

実施基準  

搬送・受入れの実施  

に閲し必要な事項  

Q」阻劃  

・傷病者の搬送及び受入れの実施基準に関する協議  

暮 実施基準に基づく傷病者の搬送及び受入れの実施   

に関する連絡調整（調査・分析など）  

協力要請  

都道府県が策定一公表  

①傷病者の状況に応じた適切な医療の提供が行われる   

医療機関のリスト  

②消防機関が傷病者の状況を確認し、①のリストの申から   
搬送先医療機関を選定するための基準  

③消防機関が医療機関に対し傷病者の状況を伝達する   

ための基準  

④搬送先医療機関が速やかに決定しない場合において   

傷病者を受け入れる医療機関を確保するために、消防   
機関と医療機関との闇で合意を形成するための基準  

等  

言箪芸歪≡巨  

情報提供  

等の援助  

・医学的知見  

に基づく  

－医療計画  

との調和   

※ 都道府県の全域又は医療提供体制の状況を考慮した区域   

ごとに定める。  
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基準策定時  

に意見聴取  



医療連携体制を構築し医療計画に明示  
【医療法第30条の4第2項第2号】  

4疾病  5事業【＝救急医療等確保事業］  

（同項第4号に基づき省令で規定）  

病その他の国民の健康の保持を図る  

ために特に広範かつ継続的な医療の提供が必要  

と認められる疾病として厚生労働省令で定める  

ものの治療又は予防に係る事業に関する事項  

（同項第5号で規定）  

→ 医療の確保に必要な事業  

■ 救急医療  

・災害時における医療  

■ へき地の医療  

1周産期医療  
・小児医療（小児救急医療を含む）  

く医療法施行規則第30条の28〉   

・がん  

・脳卒中  

■ 急性心筋梗塞  

■ 糖尿病  ■ 上記のほか、都道府県知事が疾病   
の発生状況等に照らして特に必要と   

認める医療   



精神科医療の医療計画上の位置づけ  

医療提供体制の確保に関する基本方針（平成19年厚生労働省告示第7く）号）－（抜粋）  

第四 医療提供施設相互間の機能の分担及び業務の連携並びに医療を受ける者に対する医療機能に関する情報の提供の推進に関する  

基本的な事項  

二 疾病又は事業ごとの医療連携体制のあり方  

2 事業ごとに配慮すべき事項  

（－）救急医療において、…（略）・・・。 精神科救急医療については、輪番制による緊急時における適切な医療及び保護の機会を確保す る  

ための機能、重度の症状を呈する精神科急性期患者に対応する中核的なセンター機能を強化することが求められるn  

医療計画について（平成19年7月20日厚生労働省医政局長通知．M抜粋）  
（別紙）医療計画作成指針  

第3 医療計画の内容  

10 その他医療を提供する体制の確保に閲し必要な事項  

4疾病5事業以外で都道府県における疾病の状況等に照らして特に必要と認められる医療等については、次の事項を考慮して、記載する。  
（1）精神保健医療対策  

① 精神科医療に係る各医療提供施設の役割  

②精神科救急医療（重度の症状を呈する精神科急性期患者に対応する中核的なセンター機能を有する医療機関の整備や他科診療科   

との連携による身体合併症治療体制の整備等）  

③うつ病対策（性別や児童、労働者、高齢者、産後等のライフステージ別の相談・治療体制、一般医療機関と精神科医療機関の連携体  
制、地域における理解の促進等）に関する取組  

④精神障害者の退院の促進に関する取組  

⑤心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に閲すろ法律（平成15年法律第110号）第42条第1項第1号等  

に基づく決定を受けた者に対する医療の確保、社会復帰支援等（指定医療機関の整備、保護観察所との協力体制等）に関する取組  
（2）障害保健対策   

障害者（高次脳機能障害者、発達障害者を含む。）に対する医療の確保等（都道府県の専門医療機関の確保、関係機関との連携体制  
の整備等）に関する取組  

（3）認知症対策   

① 鑑別診断、急性期症状等に対応するための医療体制  

② かかりつけ医と鑑別診断等を行う専門医療機関との連携体制   



救急医療の体制構築に係る指針  

第1救急医療の現状  

1救急医療を取り巻く状況  
（7）精神科救急医療の動向  

各都道府県において、地域の実情に応じた精神科救急医療体制が整備されており、夜間休日における精神科受診件数は人口万対年間  
2～3件、この中で、身体合併症があり、精神疾患、身体疾患ともに入院医療を要する程度のものは約2％の頻度で発生しているとの報告  
がある。   
2 救急医療の提供体制  
（5）精神科救急医療体制と一般救急医療機関等との連携  

精神科救急医療は、平成7年より、精神科救急医療システムが創設され、精神科救急情報センターや地域の実情に応じて輪番制等によ  
る精神科救急医療施設の整備が進められてきており、さらに、平成17年からは、精神科救急医療センターが創設され、整備が進められて  

きた。  

しかし、緊急な医療を必要とする精神疾患を持つ患者を24時間365日受け入れる体制が未だ十分でない地域もあることから、輪番制に  
よる緊急時における適切な医療及び保護の機会を確保するための機能、重度の症状を呈する精神科急性期患者に対応するための中核的  
な機能、さらに、休日等を含め24時間体制で精神疾患を持つ患者等からの緊急的な相談に応じ、医療機関との連絡調整等を行う精神科  
救急情報センター機能については、より一層の強化を図っていく必要がある。  

また、精神疾患を持つ患者が、身体的な疾患を患うことも少なくなく、このような患者に対しても確実に対応するために、精神科救急医療  
体制と、一般の救急医療機関や精神科以外の診療科を有する医療機関との連携を図る必要がある。  
さらに、「自殺総合対策大綱」（平成19年6月8日間議決定）に基づき、自殺未遂者の再度の自殺を防ぐために、救急医療施設における精  
神科医による診療体制等の充実を図る必要がある。  
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課題と検討の方向 ①精神科救急医療体制の確保  

○ 再診や比較的軽症の外来患者への対応など、一次的  
な救急医療について、地域の精神科医療施設が自ら役  

割を担うとともに、情報窓口の整備・周知等を図り、夜間  

休日を含めた精神医療へのアクセスの確保を図るべきで  

はないか。  

○ 精神科救急医療システムの基礎的な機能について、  
都道府県等がモニタノングを行い適切にシステムを運用  

するよう、国が指標を設定し評価を行うべきではないか。  

更に、都道府県等が基礎的な機能を超えた優れたシステ  

ムを構築する際にも、財政的な支援の充実を図ってはど  

うか。  

○ 常時対応型施設については、救命救急センターを参  

考に、施設の機能評価を行い、機能の向上を図るべきで  
はないか。そのための指標の作成を、学会等と連携して  
進めるべきではないか。  

● 現在の精神科救急医療体制整備事業にお  

いては、地域の実情に合わせたシステム整備  
を規定しているが、精神科救急情報センターの  

整備や、医療機関の受入態勢の確保、システ  
ムの周知・活用等が不十分な地域がある。  

考えられる評価指標の例  

【精神科救急医療システム】   

●精神科救急情報センターの設置  

一般への連絡先の公表、24時間対応  

●24時間精神医療相談の実施状況  
●常時対応型施設での患者受入状況  

●病院群輪番施設での患者受入状況 等  

【常時対応型施設】   

●措置入院患者等の受け入れ状況  

●在宅移行率  

●行動制限量  

●情報公開やピアレビューの実施 等  
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課題と検討の方向 ②一般救急と精神科救急の連携  

○ 精神科救急情報センターが、精神科救急と一般救急  

との連携・調整や、精神・身体合併症患者の紹介の機能  
を果たすよう、機能強化及び医療関係者への周知を図る  
べきではないか。   

○ 救急搬送・受入に関する消防機関・医療機関等の関  

係者の協議会を設置するための消防法改正法寛が提出  

されていることを踏まえ、救急搬送患者の地域における  

受け入れルールの策定に、精神・身体合併症患者も対象  
とするよう促すことについて検討するべきではなし、か。   

○ 精神病床の身体合併症に対する対応力を大幅に向  

上させるとともに、総合病院精神科の確保や機能強化を  
重点的に行うべきではないか。（別途検討予定）  

●精神科救急と一般救急との連携が十分では  

なく、特に身体合併症を有する精神疾患患者  
の診療体制の確保が困難である。   

●救急搬送においても、精神疾患を有する患  
者の医療機関への受入態勢が課題となってい  

る。   

●精神一身体合併症を有する救急患者の適切  

な医療体制の確保は、自殺予防対策のために  
も重要である。  
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